
第 1回 保護者制度・入院制度に関する作業チーム

平成 23年 1月 7日       1  資料2

保護者制度について

厚生労働省精神J障害保健課

I これまでの経緯
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年 保護者制度 入院制度

精
神
病
者
監
護
法

明治33年 ・精神病者監護法の公布
① 後見人、配偶者t親権を行う父又は母、戸主、親族で
選任した四親等以内の親族を精神病者の監誰義務者と
して、その順位を定める。         I
また監護義務者がないか、いてもその義務を履行でき

:ないときは住所地、所在地の市区町村長に監護の義務
を負わせる。

② 精神病者を監置できるのは監護義務者だけで、病者
を私宅、病院などに監置するには、監護義務者は医師の

診断書を添え、警察署を経て地方長官に願い出て許可

を得なくてはならない。

精
神
病
院
法

大正8年 ・精神病院法の公布
地方長官は、医師の診断により、精神病

ると認める者、療養の道なき者、地方長官が

入院の必要を認める者等を精神病院に本院

させることができる。

精
神
衛
生
法

昭和25年 ,精神衛生法の公布

保護義務者の制度の創設、私宅監置制度の廃上、保護義

務者による保護拘束の規定等

◎措置入院制度の創設 (第29条 )

◎保護義務者の同意入院制度の創設(33

モ帰:)

◎仮入院制度 (3週間)創設 (第34条 )

昭和40年
改正

・保護義務者による保護拘束の規定の削除 ◎緊急措置入院制度の創設(第29条の2)

◎入院措置の解除規定創設(第29条の4)

2

精
神
保
健
法

昭和62年
改正

◎任意入院制度の創設 (第22条の2)

◎同意入院を医療保護入院と改名(第33条 )

◎指定医の判定を入院要件化(第33条第1

項)

◎扶養義務者の同意による医療保護入院等を

認める仕組の導入(第33条第2項 )

◎医療保護入院に係る告知義務及び告知延

期期FH5の規定を創設 (第33条の3)

◎応急入院制度の創設(第33条の4)

平成5年改
正    ,

・「保護義務者」の名称を「保護者」に改正
・措置解除により退院した場合等におし、て、保護者は必要
に応じて精神科病院及び社会復帰施設 (障害福祉サービ

ス事業者)等に対して支援を求めることができる旨を新た
に規定(22条の2)    、

◎仮入院期間を1週間へ短縮 (第34条 )

平成7年改
正

◎告知延長期間を4週間と設定 (第33条の3)

精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者

福
祉
に
関
す
る
法
律
　
　
一

平成11年
改正

保護者の保護の対象から任意入院者及び通院患者を除
外    |
保護者の義務のうち自傷他害防止監督義務を削除(保護
者の義務の軽減)

保護者となることができる範囲に民法における成年後見
制度の保佐人を追加

◎移送制度を法律上明文化(第29条の2の

2)

◎医療保護入院の要件の明確化 (任意入院等

,の状態にない旨を明記)(第33条第1項 )

◎移送制度の創設(第34条 )

0仮入院制度の廃止

平成17年
改正

◎特定医師の診察による医療保護入院等の

特例措置導入 (第33条第4項、第33条の4

第2項 )
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Ⅱ 保護者制度について

」一　

　

　

´

ε 彎 刈 欝

「保護者」は、精神障害者に必要な医療を受けさせ、財産上の保護を行うなど^患者の生活行動一般
における保護の任に当たらせるために、設協 れた制度。
患者の医療保護を十分に行おうとする要請と、患者の人権を十分に尊重しようとする要請との間にあ

り、

①任意入院者及び通院患者を除く精神障害者に治療を受けさせること(22条 1項 )

②任意入院者及び通院患者を除く精神障害者の財産上の利益を保護すること(22条 1項 )

③精神障害者の診断が正しく行われるよう医師に協力すること(22条 2項 )

④任意入院者及び通院患者を除く精神障害者に医療を受けさせるに当たって医師の指示に従う
こと(22条3項 )

⑤回復した措置入院者等を引き取ること(41条 )

⑥医療保護入院の同意をすることができること(33条 1項 )

⑦退院請求等の請求をすることができること(38条の4)

③⑤による引き取りを行うに際して、精神病院の管理者又は当該病院と関連する精神障害者社会復
帰施設の長に相談し、及び必要な援助を求めること(22条の2)

という役割が規定されている。

① 後見人又は保佐人(※ ②～④の者と順位変更はできない。)

② 配偶者
③ 親権を行う者
④ ②③の者以外の扶養義務者のうちから家庭裁判所が選任した者



精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
《館和二十五年法律第百二十三号)(抄 )

第fttξ怯 神障害者については、その後見人又は保佐人、配偶者、親権

該当する者は保護者とならない。

三醤傷暴懇燿墓薯誕嘉して訴訟をしている者、又はした者並びにその画
三 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人又は補助人

四 破産者                                                        |
五 成年被後見人又は被保佐人
六 未成年者
2保護者が数人ある場合において、その義務を行うべき順位は、次のとおりとする。ただし、本人あ保護のため特に必要があると認める場合IFは、後

見人又は保佐人以外の者について家庭裁判所は利害関係人の申立てによりその順位を変更することができる。

一 後見人又は保佐人
二 配偶者    ´
三 親権を行う者               ‐

四 前二号の者以外の扶養義務者のうちから家庭裁判所が選任した者

3前項ただし書め規定による順位の変更及び同項第四号の規定による選任は家事審判法 (昭和二十二年法律第百五十二号)の適用については、

同法第九条第二項 甲類に掲げる事項

“

なす。

霧績海:閣議監ia霜訂籠翫雑誌猟霊譲:R驚軍3覇鷹紺認幌饉班需纏摯製露ξ:

蝙 1霜竃警蘇 L霧議霧峯議蹄

'2量

顧織i餘緯蔭薯5纏蹴    警.

い 。

2保護者は、精神障害者の診断が正しく行われるよう医師に協力しなければならない。
3保護者は、精神障害者に医療を受けさせるに当たつては、医師の指示に従わなければならない|

響彙   基
会復帰の促進に関しl相談し、及び必要な援助を求めることができる。                    1           6

(医療保護入院)

第二十三条 精神科病院の管理者は、次に掲げる者について、保護者の同意があるときは、本人の同意がなくてもその者を入院縦 ることができる。

一 指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ、医療及び保護のため入院あ必要がある者であつて当該精神障害のために第二十二条の三

の規定による入院が行われる状態にないと判定されたもの     ‐

二 第二十四条第一項の規定により移拳された者        ′       、

2～7(略 )

(医療保護入院等のための移送)

嘔義鞣 鰹 警  1詈 蠅 髭雪〔蠣
科病院に移送することができる。
2～ 4(略 )

(相談、援助等)                        
里者は、当該施設において医機を受ける精神障害者0社会復掃め促準を図第二十八条 精神科病院その他の精神障害の医療を提供する施設の管理

るため、そめ者の相談に応じ、その者に必要な援助を行い、及びその保護者等との連絡調整を行うように努めなければならない。

(退院等の請求)                        b省
令で定めるところにより、都道府県知事に対し、当該入院中の者を退院さ第二十八条の四 精神科病院に入院中の者又はその保護者は、厚生労憫

せ、又は精神科病院の管理者に対し、その者を退院させることを命じ、若しくはその者の処遇の改善のために必要な措置を採ることを命じることを求

めることができる。     .

(保護者の引取義務等)                  ‐

第四十一条 保護者は、第二十九条の三若しくは第二十九条の四第一項の規定により退院する者又は前条の規定により仮退院する者を引き取り、か

つ、仮退院した者の保護に当たつては当該精神科病院又は指定病院の管理者の指示に従わなければならない。

(医療及び保護の費用)

第四十二条 保護者が精神障害者の医療及び保護のために支出する費用は、当該精神障害者又はその扶養義務者力1負担する。
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威年後見制度について

○ 本制度は、認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十分な者の権利擁護制度。

○ 高齢社会への対応及び知的障害者・精神障害者等の福祉の充実の観点から。自ヨ榛堂の菫雷 磁
=籠

力の活用ヽノーマライゼーション等の新しい理念と従来の本人の保護の理念との調利を図ることを目
的として、旧民法における禁治産制度及び準禁治産制度を改めたもの。
※「民法の一部を改正する法律(平成¬1年法律第149号 )」 による。

○ 法定後見制度と任意後見制度に分けられる。

○ 法定後見制度には、本人の事理弁識能力の程度により、後見、保佐、補助の3種類がある。
※審判の申立てから審判の確定までに要する期間は、おおむね4か月程度(個 々の事案により異なる)。

='菫

馨華見ふ馨韓蕉
=凛

だ書:=

○ 本人のためにどのような保護・支援が必要かなどの事情に応じて、家庭裁判所が選任(父母等親族が選任
される場合もある。).

0本 人の親族以外にも、法律・福祉の専門家その他の第二者や、福祉関係の公益法人その他の法人が選
ばれる場合がある。

O成 年後見人等を複数選ぶことも可能。また、成年後見人等を監督する成年後見監督人などが選ばれること
, もある:|.

(注)法務省ホームページによる。

法定後見制度の概要

※法務省ホームページによる。

(注1)本人以外の者の請求により,保佐人に代理権を与える審判をする場合,本人の同意が必要。補助開始の審判や補助人に同意

権・代理権を与える審判をする場合も同様。

(注 2)民法13条 1項では,借金,訴訟行為,相続の承認・放棄,新築・改築・増築などの行為が挙げられている。
(注3)家庭裁判所の審判により,民法13条 1項所定の行為以外についても,同意権・取消権の範囲を広げることが可能。
(注4)日 常生活に関する行為は除かれる。
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後  見 保  佐 補  助

対象者
判断能力が欠けているのが

通常の状態の者

判断能力が著しく不十分な

普
判断能力が不十分な者

申立てをすることができる人

本人,配偶者,四親等内の親族,検察官など

市町村長(注 1)

戎年後見人等(成年後見人・

果佐人・補助人)の 同意が必
要な行為

員法13条 1項所定の行為

1注2)(注3)(注4)

申立ての範囲内で家庭裁

判所が審判で定める「特定
の法律行為」(民法13条 1

項所定の行為の一部)(注

1)(注2)(注 4)

取消しが可能な行為
日常生活に関する行為以外

の行為

同 上(注 2)(注 3)(注
同 上(注2)(注4)

戎年後見人等に与えられる代
里権の範囲

計産に関するすべての法律
行為

中立ての範囲内で家庭裁

判所が審判で定める「特定
の法律行為」(注 1)

同 左(注 1)



‐
   成年後見関係事件の概況

一平成21年 1月～ 12月一

過去5年における申立件数の推移        .

・総

後 見 闘 難

保 佐 開 始

補 助 開 始

O   S鰤   `0脚  la蜘  鍮 αx》  2籠蝉  ∞ 曲  3●●Oα) 4幌爛   (件 》

(注 1) 各年の件数 は,それぞれ当該年の 1月 から 12月 までに豪立て のあらた俸数である」

(注 2) 平成 21年 1角か ら固年 等2月 までの1任漱後見梨絶締結の霊議は合計 7.809件 ‐であ

り:平成12年 4月から平成21年 12月歌での澄言こ樺数案計は40,792件である (

法務省罠事藩による。)● ※ 裁 判所 HPより

【概要】
障害福祉サ■ビスの利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効と認められる知的障

房堪焉塊晏言雪言ア
に対し■嗜年後量制琴の利用す支零:る

こ
デ「
よν`これらの障〒言

[地域生活支援事業費補助金]

【実施主体】
市町村(共同実施も可能)(指定相談支援事業者等へ委託することができる3)

【対象者】
障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする重度の知的障害者又は精神障害者であり、後

見人等の報酬等必要となる経費の一部について、助成を受けなければ成年後見制度の利用が困

難であると認められる者。

【事業の具体的内容】
成年後見制度の申立てに要する経費 (登記手数料、鑑定費用)及び後見人等の報酬の全

部又は一部を助成する。

見
任議憮

離
監

10

成年後見制度利用支援事業
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威年後見制度研究会報告書
(平成22年7月威年後見需I度研究会)(抄 )

2 医 繕 聞 音

(1)問題の所在等

現在,成年被後見人など医療行為の是非について判断する能力を有しない者
I二樹 I″て限繕行為滲行う臨に

「
の上らたプロ十スを経るふ要がおるのか―例

えば,医療行為を受ける者の家族等に対して十分なインフォームドコンセントを行
い,その家族等から当該医療行為について同意を得た上で医療行為を行うものと
するなど―を…般的に定める法令又はガイドライン等は存在しない。

“

★2

・1平成11年の成年後見制度導入の際の手術・治療行為その他の医的侵襲に関する決定権。同意権

に関する規定を導入することが見送られた経緯については,小林昭彦=原司「平成一一年民法一部

改正法等の解説」269頁参照。
・ 2ただし!終末期医療については「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライン」(平成19年 5月

厚生労働省)がある。

したがつて,本人が医療行為の是非 について判断する能力を有しない場合に

おいて,

いて同意することを求めても_威年後見人等としてはその求めに応じて医療行

為に同意することができない状況にあるといえる。

(続く)

12

しかしながら,室臓 卜は_蒙篇饉の自彗[Jがた Lヽ水人l二封して瞑磨行為を
―_為鰹rr tt E慮饉聞■1未 Al,‖十ス麗慮~―蟄l-1■7甫年艶ロユ笙ハ聞書

を求める場合力Sある。研究会でfま,成年後見人等は,インフルエンザの予防接
種など
ス可能韓が手れ侵″富(た 1ヽ上らrA・場合rttI土 日音するこルを凛わな Lヽが・3,そ

の手術が生命に危険を及ぼす場合や手術をしなくとも生命に別状はないが手術

をしないと身体に障がいが残る可能性が高いというような場合には同意すべきか
どうか悩ましいといつた実情が紹介された。
・ 3 予防接種法第8条第2項は保護者である成年後見人において、本人に予防接種を受けさせるよう

努力義務を課している。

この点に関連し,医療機関の中には.本人が医療行為の是非について判断す

る能力を有しない場合において
の専門家等 により構成する垂員会等 にお いて判断する能力を有 しな い者 に対

I´て塵繕舞為 を行うニルが喜当か ″らか弗塞替 I´ル トT・_虚生餡 巨人雲の 日

音 が たくルも_当諺瞑繕行為丼行って Lヽるところが おり,この問題の解決方法

を検討する際 に参考 になる。

(続く)

二17-
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(2)検討

研 究 会 に お い て は ,成 年 後 見 人 等 が 医 書 舞 蟄

「

う Lヽ十 日 音 7豊 か Lヽ Fル IF■

こJ_六人に対する医着得着が摘枷に紆らニルがで養量 LヽルLヽら縮異が蝿 た

いようにする必要があるが:同時に,この問題は,インフォームドコンセントが

雷担養わヽス帰全にあつて,

することがで養た Lヽ書に対すム医唐各着丼符らかめに_″のようたプロセス

I継るべきかという問題の一うの表れであって,

百ぞ亜藻著≡L問題ではなく.医着同意の在り芳全般を検討してしく中で.併
せて綸計対象ルされるべ養問渾であるとの認識が大勢を占めた。

そして,この問題については,今餡ル亀喜方面 I二お LヽてFに綸封滲繹ってLく

鯉 があるとされた。

ヽ
　

　

　

４

<目 的>               ‐

認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等のうち判断能力が不十分な者に対して、福祉サすビ

する。

<実施主体>         |     :福
祉協議会。ただし、事業の=部を、市区町村社都造府県社会福祉協議会又は指定都市社会

会穐祉協議会等 (基幹的社協等)に委託できる。平成21年度未現在の基幹的社協等は748カ所。

<対象者>
判断能力が不十分な者であり、かつ本事業の契約の内容について判断し得る能力を有してtヽる

と認められる者。*平成21年度末実利用者数 (3月 末時点の実数)は、31,968人 。

<援助内容>     
´

①  福祉サービスの利用援助

② 苦情解決制度の利用援助
     上の消費契約及び住民票の届出等の行政手続に③ 住宅改造、居住家屋の賃借、日常生活̀

関する援助等
④ ①～③に伴う援助として「預金の払い戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続等利用

者の日常生活費の管理(日 常的金銭管理)」「定期的な訪間による生活変化の察知」

具体的には、利用者との契約に基づいて、福祉サービス申請の助言や同行、サービスの利用料

の支払い、公共料金の支払い等の 日常的金銭管理等を実施。(1ケ月の平均利用回数は約2回、

利用料の平均1回 1,200円 )



第4回全国家族ニーズ調査報告書

●調査概要|

1.調査方法

○ 全家連から各家族会経由で会員に調査票を郵送。

○ 有効回答数 2,844票 (回収率 31.1%)
※回答者の年齢 60歳代:36.6%、 70歳代:26.6%、 80歳以上:7.9%
※回答者の続柄 母:52.4%、 父:19.2%、 きょうだい:9.5%

2.調査対象

○ 活動中の1,307家族会の中から4分の1の確率で無作為抽出。
→ 327家族会、会員9,243名を抽出。

3.調査項目

〇 保護者の続柄および選任の状況
○ 家族が果たせる保護者の任務

｀

○ 保護者制度の見直し

○ 今後の保護者制度に対する期待  等

4.調査時点
2005年 11月 1日

16

保護者の置かれている現状
第4回全国家族ニーズ調査報告書

―精神障害者と家族の生活実態と意識調査―

保護者続柄

成年後見人・保

保護者は決まっ

ていない,20%

わからなもヽ
,

3.8%

おじ・おば,

04%

市町村長,

子,0

祖父母,01%

本人の夫・妻 7

3.4%

きょうだい
,

97%

父と母,70%

→ 保護者の約フ割が父母である。
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家族が果たせる保護者の任務

(複数回答 )

800%

70.0%

保護者制度の見直し

(複数回答 )

18

今後の保護者制度に対する期待
n=2,844

30.4%
350% ,一一――――一――――一――――――一―・―――

300% |‐ 一         ‐ ‐   :     i

250% : 23=3%¨   _        … _   _■ __…… 1‐ 「―

200%

15.0%

詈
ヾ

一口

∫
♂が

-20,

伽 %||

5.0%一 | ′
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調査結果 (成年後見制度関係)

成年後見制度の利用の有無 成年後見制度を利用しない理由

家族は利

用させたい

が、本人が 本人は利

用したがつ

ている力ぐ、

家族が反

対,01%

法定後見

制度を利

用,2.0%

任意後見

制度を利

用,0.7%

→ 精神障害者やその家族のほとんどが成年後見制

度を利用していない。

わからな
い,18.0%

→ 成年後見制度を利用していない者の中には、

利用方法や費用負担の問題が解決すれば利用

に転じる潜在的なケースが一定程度存在する。
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第1回 保護者制度・入院制度に関する作業チーム

平成23年 1月 7日       1  資料4

保護者制度の見直しについて (各論ごとの検討)

1.保護者 (20条 )

(保護者)

第二十条 精神障害者については、その後見人又は保佐人、配偶者、

親権を行 う者及び扶養義務者が保護者となる。ただし、次の各号

のいずれかに該当する者は保護者とならない。

一 行方の知れない者

二 当該精神障害者に対して訴訟をしている者、又はした者並び

にその配偶者及び直系血族

三 家庭裁判所で免ぜられた法定代理人、保佐人又は補助人

四 破産者

五 成年被後見人又は被保佐人

六 未成年者

2 保護者が数人ある場合において、その義務を行 うべき順位は、

次のとお りとする。ただし、本人の保護のため特に必要があると

認める場合には、後見人又は保佐入以外の者について家庭裁判所

は利害関係人の申立てによりその順位を変更することができる。

一 後見人又は保佐人

三 配偶者

三 親権を行 う者

四 前二号の者以外の扶養義務者のうちから家庭裁判所が選任し

た者

3 前項ただし書の規定による順位の変更及び同項第四号の規定に

よる選任は家事審判法 (昭和三十二年法律第百五十二号)の適用

については、同法第九条第一項 甲類に掲げる事項とみなす。

(1)改正の経緯

<昭和 25年 >
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○ 精ネ申衛生法の制定 とともに創設。

<平成 5年改正>
〇 保護義務者の義務 とされているものについても、行政上の命

令や罰則はなく、あえてその義務の側面を強調する必要がない

ため、「保護者」 とい う名称に改められた。

<平成 11年改正>
〇 第 20条に規定す る保護者 となる′ことができる範囲に民法

における成年後見制度の保佐人を加えることとした。
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2.市町村長 (21条 )

第二十一条 前条第二項各号の保護者がないとき又はこれらの保護

者がその義務を行 うことができないときはその精神障害者の居住

地を管轄する市町村長 (特別区の長を含む。以下同じ。)、 居住地

がないか又は明らかでないときはその精神障害者の現在地を管轄

する市町村長が保護者となる。

(1)改正の経緯

<昭和 25年 >
○ 精神衛生法の制定とともに創設。
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3.治療を受けさせること (22条 1項 )

保護者は、精神障害者 (第二十二条の四第二項に規定する任意入院

者及び病院又は診療所に入院しないで行われる精神障害の医療を継

続して受けている者を除く。以下この項及び第二項において同じし)

に治療を受けさせ、及び精神障害者の財産上の利益を保護 しなけれ

ばならない:

(1.)改正の経緯

<昭和 25年>
○ ,精神衛生法の制定 とともに創設。

・

<平成 11年改正>      |
〇 自傷他害防止監督義務が削除された。 (公衆衛生審議会精神

保健福祉部会精神保健福祉に関する専門委員会審議資料では

以下のとお り説明されている:)|

。 この自傷他害防止監督義務については、「精神障害者が自身

を傷つけ又は他人に害を及ぼさないように監督」することとさ

れていた。これは、重症の精神障害者については、自らの利益

に反 した行為をする恐れがあることから、その者の人権を擁護

しt適切な医療・保護の機会を提供するために設けられていた

といわれている。     ´

・ この点、そもそも精神障害者の自傷他害について予測するこ

とは、専門の精神科医師でも困難であるといわれてお り、また、

保護者 といえども精神障害者を保護拘束することは禁 じられ

ていることから、保護者が同義務を果たすためには、精神障害

者に医療を受けさせることしか考えられない。

・ したがつて、自傷他害防止監督義務は、保護者の精神障害者

に医療を受けさせ る義務 と実質的には同 じであると考えられ

るもいいかえれば、精神症状を有し、入院治療を必要とするま
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でに至っている精神障害者に対して、「治療を受けさせるとい

う」保健医療的な観点からとらえたのが、「医療を受けさせる

義務」であり、治療を受けさせないことによつて自傷他害行為

がおこるのを防止するという社会防衛的な観点からとらえた

のが、自傷他害防止監督義務といえるとも考えられる。

しかしながら、自傷他害防止監督義務は、民法第 714条の

監督義務者の責任 という問題につながっていることも重要な

問題であつた。平成 11年の時点において判例の傾向を総合す

ると、保護者が保護責任を問われうるのは、専門家により精神

障害の診断がなされていることを前提として、①現在明らかに

危険が切迫した状態にあること、②著しい病的状態が認められ

ること、③過去にも同様の状態があつた、のいずれかの状態が

あるにもかかわらず、実行可能な対応行動をとらなかった場合

である。この場合の実行可能な対応とは、医師との連携や相談、

警察や保健所等への連絡をいう。

しかしながら、精神保健福祉法の性格を考えると、精神障害

者に治療を受けさせるという保健医療に関する機能で十分で

あり、異常な状態を察知して、警察等に連絡することまでを保

護者に要求するのは過大な負担ではないかという議論もあつ

プヒl。                                                  ,

以上の考え方を踏まえ、自傷他害防止監督義務については廃

止することとされた。

○ 保護の対象から任意入院患者及び通院患者等を除外し、精神

障害者の自己決定権限を尊重する趣旨から、自らの意思で医療

を受けている者については、保護者の保護の対象としないこと

とした。

(2)本規定の解釈
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○ 本規定で対象としている精神障害者は、任意入院患者又は八

院 しないで行われる医療を継続して受けている者 (例えば通院

患者、訪問診療を受けている患者等)を除いた精神障害者であ

る。逆に、措置入院患者及び医療保護入院患者、継続して治療

を受けていない精神障害者は本規定による保護者の義務の対

象 となる。本規定においては、主に未治療者、治療中断者が対

象 となると考えられる。

○ 本規定は、精神障害者本人に対して医療を受けさせるべきこ

と (医療機関につなぐこと)を規定しているものであり、受け

させるべき医療の内容につぃては、第 3項で規定している。

(3)論点                        '
〇 以下のような具体的ケースにおいて、本義務の適用につい

てどのように1考えるべきか。

・ 本規定の対象となる精神障害者であつても:、 神経症で治療を

中断している精神障害者など、必ずしも保護者が治療を受けさ

せる必要のない類型|は存在するのではないか。

・ 保護者たる母親が、息子に医療を受けさせる必要がないと判

断 して医師に通院させなかつたり、薬の量が多いと判断して 1

日3錠の薬を2錠に減らして投与したりしていた場合、息子の

症状が急激に悪化 して他人を傷つける等の損害を与えしまっ

たら、母親は、本規定に基づく保護者の義務連反を問われるの

か ,。

日 本人に治療を受ける意思がない場合、大きな声を出すなど、

たいていの者が迷惑と感 じる行為を行う症状の患者であれば、

本規定がなくても通報等により医療機関につながることにな

るのではないか。一方、そのような状態ではない患者であれば、

本人にとつて医療が必要であつても医療機関につながりづら

くなる可能性があるのではないか。
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風邪をひいたときなど、強制的に病院に行かせることはでき

ないが、精神障害者本人は精神科病院に行きたがらなくても、

医療的な観点から考えると、医療にかかつた方がよい場合も考

えられるのではないか。このような場合、精神障害者本人が同

意 していなくても保護者は医療を受けさせなければならない

のか。同様に、治療中断している精神障害者について、保護者

が医療を受けさせなければならないのか。

0 本規定がなくなつた場合、医療を受けたくないという精神障

害者本人の意思を尊重し、保護者から何らかのはたらきかけも

しなくてよいということになるのか。

0 本人が受診を拒否しており、家族が困つてしまつている場合、

家族からの相談を受けている保健所が、本規定をもとに、本人、

家族に対し、受診をすすめる場合が考えられるのではないか。

現行では、家族が保護者である場合が多いことを踏まえると、

受診拒否 している本人を家族が説得するための拠 り所をどこ

に求めるか。

O 民法上の監督義務 (民法第714条 )との関係で、本規定を

凱除した場合影響は生じるか。具体的には、精神保健福祉法の

保護者は、民法714条の監督義務者に該当するという取り扱

いがなされてきたが、その扱いについて影響が出るか。

(参考)                           |
○ 自傷他害防止監督義務が削除された平成 11年改正以降の判例

|

では、精神保健福祉法上の保護者ではないものの、現に精神障害者 |

本人の犯行当時の生活上の面倒を見ていた者についても監督義務 |

者としての責任を認めたものがある (事案は、未治療の統合失調症 |

患者による殺人事件。裁判所は、民法714条の監督責任について、|

保護すべき被監督者が他害行為を行うことを一般的に防止するこ
|

とを求めるものであると解した上で、本件については監督義務者に
|
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準じて法的責任を問 うための要件 (以下①～③)を具備 していると

して、監督義務者の責任を認めた。)。

① 監督者 とされる者が精神障害者 との関係で家族の統率者たる

べき立場及び続柄であること

② 監督者 とされる者が現に行使し得る権威 と勢力を持ち、保護監

督を行える可能性があること

③ 精神障害者の病状が他人に害を与える危険性があるものであ

るため、保護監督すべき具体的必要性があり、かつ、その必要性

を認識 し得たこと

,民法 (明治 29年法律第 89号 )

第 713条 精神上の障害により自己の行為の責任を弁識する能力を欠

く状態にある間に他人に損害を加えた者は、その賠償の責任を負わな

い。ただし、故意又は過失によって一時的にぞの状態を招いたときは、

この限りでない:

(責任無能力者の監督義務者等の責任)

第 714条 前二条の規定により責任無能力者がその責任を負わない場

合において(その責任無能力者を監督する法定の義務を負 う者は、そ

の責任無能力者が第二者に加えた損害を賠償する責任を負 う。ただし、

監督義務者がその義務を怠らなかったとき、又はその義務を怠らなく

ても損害が生ずべきであらたときは、この限りでない。

2 監督義務者に代わつて責任無能力者を監督する者も、前項の責

任 を負 う。
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4.財産上の利益を保護すること (22条 1項 )

保護者は、精神障害者 (第二十二条の四第二項に規定する任意入院

者及び病院又は診療所に入院しないで行われる精神障害の医療を継

続して受けている者を除く。以下この項及び第二項において同じ。)

に治療を受けさせ、及び精ネ申障害者の財産上の利益を保護 しなけれ

ばならない

(1)改正の経緯

<昭和 25年>
○ 精神衛生法の制定とともに創説

<平成 11年改正>
○ 保護の対象から任意入院者及び通院患者を除外し、精神障害

者の自己決定権限を尊重する趣旨から、自らの意思で医療を受

けている者については、保護者の保護の対象としないこととし

た。

(2)本規定の解釈

○ 本規定で対象としている精神障害者は、任意入院患者又は入

院しないで行われる医療を継続して受けている者 (例えば通院

患者こ訪問診療を受けている患者)を除いた精神障害者である。

逆に、継続して治療を受けていない精神障害者は本規定による

保護者の義務の対象となる。本規定で対象となるのは、財産の

管理を要する場合であるので、入院 (措置入院又は医療保護入

院)を している精神障害者に限られると考えられる。

○ 本規定では、精神障害者の身の回りの財産を散逸しないよう

に看守する義務や、入院した精神障害者の荷物をまとめて保管

するとかいつた事実上の保護を想定しているが、「精ネ申保健福

祉法詳解」 (中央法規出版株式会社)には、市町村長の場合に

は、「入院することになる精神障害者の留守宅の荷物をまとめ

たり、相当長期入院が予想されるような場合であれば、状況に

応 じて、例えば借 りているアパー トの賃貸借契約を一旦解除し



て敷金等の返還を求めてこれを保管 した りする限度にとどま

る」 との記述もある。

○ 入院患者に必要な衣類等の生活必需品の調達については、必

要に応 じて病院の担 当者や家族等がまかな うことも考えられ

る。その際の費用については、第 42条において、当該精神障

害者又は扶養義務者が負担することとされている。

(3)論点

○ 入院により、そのままになつている部屋には、本人が大切に

している書籍やCD、 置物などが残つている可能性があるが、

保護者たる親などが、部屋の片付けと称して処分 してしまうこ

とも考えられ、保護者としては、1精神障害者本人の物を処分す

ることが本人の利益であると考えて行動 しても、精神障害者本

人にとっては不利益となることが考えられるのではないか。

○ 精神障害者に財産がある場合、家族による.使い込みが問題と

なることがあるが、本規定は、そのような家族の使い込みの抑

止に寄与するかも

○ 精神障害者が二人で生活 していた場合、入院費用に加えて毎

月の家賃 =光熱費を払うことについては、精神障害者又は家族

に相当の負担を課すこととなるのではないか:一方、精神障害

者にとつては、一度住居を引き払われてしまうと、再度入居す

ることが困難となり、退院後の生活にスムーズに移行できない

問題もあるのではないか。

○ 精神障害者本人はt保護者により財産上の損害を受けた場合、

本規定をもって保護者の責任を問えるのか。

○ 本規定をなくした場合、身近に扶養義務者がおらず市町村長

が保護者 となっている精神障害者などの財産の保全に問題は

10
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生じないか。

○ 財産管理は、本来的には成年後見人等の役割と考えてよいか。

(特に資産のある精神障害者について)

○ 本規定を削除した場合、民法上の事務管理でどこまで対応で

きるか。保護者は、本規定により、例えば、月に数回本人宅の

状況をチェックに行く、地震が起こつた場合などに本人宅の安

全を確認する、何か不備があれば手当するといつた民法上は負

わないと考えられる義務を負うことになるのか。

‐民法 (明治 29年法律第 89号 )

(事務管理 )

第 697条  義務なく他人のために事務の管理を始めた者 (以下この

章において 「管理者」とい う。)は、その事務の性質に従い、最も本

人の利益に適合する方法によつて、その事務の管理 (以下「事務管理」

とい う。)を しなければならない。

2 管理者は、本人の意思を知つているとき、又はこれを推知すること

ができるときは、その意思に従つて事務管理をしなければならない。

このときゝ管理者は、原則 として本人又はその相続人若 しくは法定

代理人が管理をすることができるに至るまで、事務管理を継続 しなけ

ればならいこと (第 700条 )、 本人のために有益な費用を支出したと

きは、本人に対 し、その償還を請求することができること (第 702

条第 1項。管理者が本人の意思に反 して事務管理をしたときは、本人

が現に利益を受けている限度においてのみ (同条第 3項 )。 )が規定さ
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5.医師に協力すること (22条 2項 )

保護者は、精神障害者の診断が正しく行われるよう医師に協力しな

ければ
'な

らない。

(1)改正の経緯

<昭和 25年 >
○ 精神衛生法の制定とともに創設。

(2)本規定の解釈                   :
○ 任意入院患者、通院患者等を含む精神保健福祉法に規定する

精ネ申障害者全|て が対象 となる。

(3)論点

○ 本規定はこ精神障害者の治療ではなく、「診断」が正しく行

われるようにする規定であるため、未治療者や治療中断者が受

診する際、医師が病名を診断するに当たつて、精神'障害者本人

の性格や日常生活の様子など、医師に対して必要な情報提供を

行うことを規定 したものととらえてよいか
`また、「精神障害者の診断」についての規定であると考える

と、既に入院治療又は継続 した治療を受けている精神障害者に

ついて、入院又は治療終了の際の確認をとることが義務である

ととらえてよいか。 
｀

○ 保護者は、医師が正 しく診断できるように、精神障害者の診

断に同行 した り、手紙を書いたりといつた協力をすることが求

められるのか。

○ 医師への正確な情報提供に限らず、患者が医師の診察を受け

たがらないときに、きちんと受けられるようにするといつた義

務が含まれるのか (例えば、診療室から逃げようとする患者を

押さえて診療を受けられるようにする等 )。

12
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○ 後見人など、保護者は必ずしも精神障害者の日常生活を把握

している者ではない場合もあり、医師も、保護者に限らず、家

族等関係者の意見を聴くべきと判断する場合があるのではな

い か 。

○ 診断は、本人と医師との関係で行われることが基本であるが、

精神障害者の場合、適切な診断を行うために、本人だけでなく、

家族などの関係者から意見を聴く必要がある場合もあると考

えられるところ、医師が家族から話を聴く、あるいは、家族が

本人について医師へ話をするための拠り所は必要ではないか。

○ 本人と保護者の関係は様々であり、保護者を診断に参加させ

ることが不適切な場合もあるのではないか。

13
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6.医師の指示に従うこと (22条 3項 )

保護者は、精神障害者に医療を受けさせるに当たつては、医師の指

示に従わなければならない。

(1)改正の経緯

<昭和 25年>
○ 精神衛生法の制定とともに創設。

<平成 11年改正>
○ 保護の対象から任意入院者及び通院患者を除外 しt精神障害

者の自己決定権限を尊重する趣旨から、自らの意思で医療を受

けている者については、保護者の保護の対象としないこととし

た。        :

(2)本規定の解釈

○ 本規定で対象 としている精神障害者は、
`任

意入院患者又は入

院しないで行われる医療を糸区続 して受けている者 (fallぇ ば通院

患者、訪問診療を受けている患者)を除いた精神障害者であるL

逆に、措置入院及び医療保護入院をしている者、継続 して治療

を受けていない精神障害者は本規定による保護者の義務の対

象 となる。

○ 通院患者は除かれるため、医師から保護者に対する、薬を定
期的に飲ませるようにといつた指示はt本規定の対象 とはなら

ない。

(3)論点

○ 医師が薬を増やす、作業療法をしてくれない、電気けいれん

療法を実施する等、保護者の希望と異なる医療を提供する場合

についても、医師が治療上必要と判断する場合、保護者は応じ

る義務があるか。すなわち、保護者は、いかなる場面において

も医師の指示に従わなければならないのか。現実問題として、

14
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保護者の意向を無視した医療を行うことは難 しいのではない

か 。

○ 本規定における義務は、「医師の指示に従わなければならな

い」のであつて、「診療に同意すること」ではないと考えてよ

いか。保護者に対する医師の「指示」として、どのようなもの

が考えられるか。例えば、以下のようなものはどうか。
日診療の方針には従つてください

・患者が帰りたいといつても今の状態では難しいので同意 しな

いでください
。事lき続き入院させてください

'入院継続の必要がないので退院してください
。患者が寂しがつているので会いに来てください
‐仮退院、外泊をする際には薬を忘れず飲んでください
E患者に差し入れをしないでください

・(医師から話を受けた看護師等からの指摘として)洗濯物を引

き取つてください

15
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7.回復 した措置入院者等を引き取ること (41条 )

保護者は(第 29条の 3若 しくは第 29条の4第 1項の規定により

退院する者又は前条の規定により仮退院する者を引き取 り、かつ、

仮退院した者の保護に当たつては当該精神科病院又は指定病院の管

理者の指示に従わなければならない。      
´

(1)改正の経緯

<昭和 25年 >       |
○ 精神衛生法の制定 とともに創設8  

‐

○ 本規定については、平成 11年改正,時に削除について検討さ

れたが、引き取 り義務の対象となっている措置入院解除者にう

いては引き続き医療等を必要とする場合が多く、保護者による

支援を確実に担保する必要があることから、法律上も具体的な

義務を課す必要があるとして維持されている。  `

(2)本規定の解釈

○ 緊急措置入院患者又は措置入院患者が措置処分による入院

が不要と判断されて退院する場合、保護者に当該者の引取義務

が生じる。

○ 退院の後の行き先 としては、任意入院又は医療保護入院への

入院形態の変更による入院の継続、施設等への入所、自宅への

帰宅等が考えられる6施設に入所するなど地域生活に戻る場合

であつて受け入れ先がない場合について、保護者にかかる義務

が大きくなると考えられる。

○ 現場においては、本規定を示して保護者に対 して引取を要請,

することもあり、実際に使用されている条文であるざ

(3)論点

○ 保護者については父又は母がその役割を担うことが多いが、

16
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高齢化が進行しており、これらの保護者が実際に精神障害者を

引き取つて保護することは困難となつていることもあるので

はないか。また、精神障害者の家庭環境、家族関係などにより

自宅で引き取ることが困難な場合もあるのではないか。

○ 後見人や生活をともにしていない家族等の保護者にとつて

は、自宅に引き取ることは考えづらいため、医療保護入院への

移行や施設等への入所による対応が中心となるのではないか。

その際の負担はどのくらいあるのか。

○ 事I取義務を精神障害者への医療を受けさせる義務という観

点からみると、精神保健福祉法第22条第 1項に規定する医療

を受けさせる義務等と重複する義務ではないか。

O 本規定を削除した場合、民法上の扶養義務等でどこまで対応

できるか。

・民法 (明治 29年法律第 89号)

(袂養義務者)

第 877条  直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養をする義

務がある。

2 家庭裁判所は、特別の事情があるときは、前項に規定する

場合のほか、三親等内の親族間においても扶養の義務を負わ

せることができる。

3 前項の規定による審判があった後事情に変更を生じたと

きは、家庭裁判所は、その審判を取り消すことができる。

扶養とは、幼・老・傷病などの自然的原因あるいは失業など
|

の社会的原因によって、自己の資産・能力だけでは生活ができ
|

ない状態にある者を、他者が現物または金銭を給することによ |

り、養い扶けることをいう (新版注釈民法 (25))。     |

17
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○ 本規定がなくなつた場合でも措置入院患者が退院する際、退

院後の受け入れ先がどこにもないといった事態が生じるのを

避ける観点から、いずれかの者が受け入れ先を調整することは

必要ではないか:

18
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8.相談し、及び必要な援助を求めること (22条の 2)

保護者は、第41条の規定による義務 (第 29条の 3又は第 29条
の4第 1項の規定により退院する者の引取りに係るものに限る。)を

行 うに当たり必要があるときは、当該精ネ申科病院若 しくは指定病院

の管理者又は当該精神科病院若しくは指定病院と関連する障害者自

立支援法第 5条第 1項に規定する障害福祉サービスに係る事業 (以

下「障害福祉サービス事業」という。)を行 う者に対し、当該精神障

害者の社会復帰の促進に関し、相談し、及び必要な援助を求めるこ

とができる。

(1)改正の経緯

<平成 5年改正>
○ 保護者への一層の支援の充実を図る観′点から、保健所の訪間

相談支援等の対象として精神障害者の保護者を明記する改正

と併せて新設されたもの。

(2)規定の具体的イメージ

○ 措置入院患者の引取の場面において、保護者が必要である場

合、相談・必要な援助を求めることができるところとして、当

該精神科病院若 しくは指定病院の管理者又は当該精神科病院

若 しくは指定病院と関連する障害者自立支援法第 5条第 1項

に規定する障害福祉サービスに係る事業を行 う者が提示され

ている。

(3)論点

○ 保護者に権能を付与する規定であるが、41条の義務とセ

ットで検討すべきではないか。

19
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9.退院請求等の請求をすることができること (38条の 4)

精神科病院に入院中の者又はその保護者は、厚生労働省令で定める

ところにより、都道府県知事に対 し、当該入院中の者を退院させ、

又は精神科病院の管理者に対し、その者を退院させることを命 じ、

若 しくはその者の処遇の改善のために必要な措置を採ることを命じ

ることを求めることができる。

(1)改正の経緯

<昭和 62年 >
○ 入院患者の人権保護を強化するため、新設。

(2)規定の具体的イメージ

○ 入院形態を問わず、精神科病院に入院している者又はその保

護者は、退院を希望する場合にt退院請求を行 うことができる

,こ ととされている。・

○ 退院請求が行われた場合、精神医療審査会により、入院の必

要性、処遇の適正性について審査が行われる。

(3)論点

○ 本規定により都道府県知事に対する退院請求を行うことが

可能であり、入院患者の権利擁護として機能しているのではな

い か 。

20
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第¬回 保護者制度・入院制度に関する作業チーム

平成 23年 1月 7日       1 参考資料 1

入院制度について

厚生労働省精神 ,障害保健課

|:精‐神保1健及び精神障1書1者福社に関する法律11基づく人院形聾について

1措置入院/緊急措置入院 (法第29条/法第29条の2)

【対象】入院計 なければ自傷他害のおそれのある精神障害者
【要件等】精神保健指定医2名の診断の結果が一致した場合に都道府県知事が措置

(緊急措置入院は、急速な入院の必要性があることが条件で、指定医の診察は1名で足りるが、入院期間

は72時間以内に制限される。)

2医療保護入院(法第33条 )

象】入院を必要とする精神障害者で、自傷他害のおそれはないが、任意入院を行う状態にない者

【要件等】精神保健指定医(又は特定医師)の診察及び保護者 (又は扶養義務者)の同意が必要

(特定医師による診察の場合は12時間まで)

3応急入院 (法第33条の4)

対象】入院を 障害者で、任意入院を行う状態になく、急速を要しt保護者の同意が得ら ヽ

【要件等】精神保健指定医(又は特定医師)の診察が必要であり、入院期間はフ2時間以内に制限される。
(特定医師による診察の場合は12時間まで)

4任意入院 (法第22条の3)

【対象】入院を必要とする精神障害者で、入院について、本人の同意がある者  ~
【要件等】精神保健指定医の診察は不要
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※入院時の他、入院1年経過

時及び 以後2年ごと

・精神科病院の管理者の判断

(第22条の4第2項)  |
・精神科病院の管理者は、本人
から退院め申出があつた場合は、
退院させなければならない。

※ 措置入院こ医療保護入院と同様、退院請求

又は処遇改善請求も可能(第38条の4)

・一般人 (第23条 )、

ご警察官 (第24条 )、

・検察官 (第25条 )、

・保護観察所の長

(第25条の2、 第
26条の3)|

・矯正施設の長 (第2
6条ヨ)、

・精神科病院の管理

者 (第 26条の2)等

‡
な
財
涸
顆
は
電

(第38条の4)
・都道府県知事に対し、本人又は保
護者が請求可能

(第38条の2第 1項 )

→半年までは3ヶ月ごと

→半年以降は6ヶ月ごと

―五五―



精
神
障
害
者
で
あ
っ
て
、
医
療
及
び
保
護
の
た
め
入
院
の
必
要
が
あ
る
が
、
自
ら
同
意

し
て
入
院
す
る
状
態
に
な
い
者

(第33条第7項 )

・入院後10日 以内に精神科病院
の管理者が保健所長経由で提出

(第38条の2第 2項 )

→12ヶ月ごと

医療保護入院の流れ(第33条 )

,精神科病院の管理者の判断

(第38条の4)

・都道府県知事に対し、本人又は

保護者が請求可能

精神科病院の管理者からの
★ 医療保護入院の届出
★ 措置入院、医療保護入院患者の

定期病状報告

<知事による審査の求め>

含
Ａ
糧
爾
闇
緻

入院中の者、保護者等から
★ 退院請求
★ 処遇改善請求

<知事による審査の求め>

精神医療審査会 (精神保健福祉法第12-15条 )

(事務 :精神保健福祉センター)

<速やかに審査結果通知> <速やかに審査結果通知>

-45-



「精神医療審査会における審査の状況

1.定期報告、退院等請求の審査状況

定期報告(医療保護入院) 定期報告 (措置入院 ) 退院請求 処遇改善請求

審査件数

審査結果

審査件数

審査結果

審査件数

軒査結果

審査件数

馨査結果

他の

入院形態
への移行
が適当

入院継続
不要

他の
入院形態
への移行
が適当

入院継続
不要

入院又は

処遇は

不適当 呻嘲搬
主      = 8706( 3,24( 1

割 合 0005' 00931

2,実地審査(法第38条の6第 1項 )の状況

資料 :平成20年度衛生行政報告例

平成20年度

実地審査の実ぶ件 数 審査の結果処遇改善命 つ 審査の結果退院命令

意

院

任

入
置
院

措
入

医療

保護

急
院

応
入

合計
意
院

任
入

置
院

措

入
療
護

医
保

応急

入院
合計

任意
入院

置
院

措

入
医療

保護

応急
入院

合 計

全国計 447( 1 1

資料 :精神・障害保健課調

入院形態別在院患者数の推移

I   Q"

資料 :精神・障害保健課調

(各年6月 30日 現在 )

平麟 旱由降 駒中痒 駒無痒 平歯暉 驚由岸 駒i弾 磁鮮 苺鮮 平成麟 平咸』年平由1年 1鱗 平黛鮮 平力埠職鮮 職llt

〆ご/〆〆〆∬〆〆〆∫∫〆〆/∫∫



入院形態別・在院期間別の患者割合

4′ 000

3′ 500

3,000

2′ 500

2.000

1,500

1′000

年齢別措置入院者数

資料 :精神・障害保健課調

(平成19年 6月 30日 現在)

5001

任意入院

医ヽ療保護

入院

措置入院

0
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平成16年度 平成18年度 平成19年度



E65歳以上

年齢別医療保護入院者数

140,000
目40歳以上65歳未満

畿20歳 以上40歳未満

■20歳未満

121,868

120,000

60′000

20′000

0

平成10年度 平成11年度  平成12年度 .平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度  平成18年度 平成19年度

年齢別任意入院者数 ●65歳以上

●40歳以上65歳未満

撃20歳以上40歳未満

■20歳未満

250′ 000

200,000

150′ 000

平成10年度 平成11年度 平成12年度  平成13年度 平成14年度  平成15年度 平成18年度 平成19年度平成16年度 平成17年度

二∠A―



医療保護入院者数
(疾患分類別)

資料 :精神・障害保健課調
(平成19年 6月 30日 現在)

医療保護入院者の
(疾患分類別)

推移

資料:精神・障害保健課調
(各年6月 30日現在)

が∬ が
パ

(参考)

医療保護入院者 (総数)121,868人
入院患者 (総数)    316,229人

※ ~内 の数値は、入院患者総数(疾患分類別)に

占める割合 12

気分 (感情)

障害

6,454 枷２‐，４３３人⑩回
統合失調

症、統合失

調症型障害

及び妄想性

障害

70,579人

(579%)ルツハイ

マー病型認

知症、血管

性認知症)

23,402メ、

入院患者全体に占める認知症患者の割合
14000%

12000%

10000%

8000%

6000%

4000%

20000/0

0000%｀

平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

― 措置入院 0.003% 0003% 0003% 0002% 0.004% 0.001% 0.001%

‐E「医療保護 4_450% 5158% 5708% 5991% 6.413% 6789% 7400%
―A―任意入院 6.305% 6530% 6.485% 6325% 6256% 6103% 5778%

→←その他

の入院
0130°/O 0083% 0046% 0040% 0019% 0019% 0013%

半 認知症計 10889% 11774% 12.243% 12359% 12692% 12.912% 13192%

-49-
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医療保護入院の保護者の内訳

市区町村長 :

7.7%

口兄弟(姉妹)

暉両親

難配偶者

□ 子

響市区町村長

□その他

n=6,992

出典 :「 精神病床の利用状況に関する調査」より(平成19年度厚労科研「精神医療の質的実態把握と最適化に関する総合研究」分担研究)

14
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第 1回 保護者制度・入院制度に関する作業チーム

平成23年 1月 7日       1 参考資料2

1.

2.

毎外 入院医療に関して

厚生労働科学研究

精神障害者への対応への国際比較に関する研究

主任研究者 中根 允文

(研究分担者 伊藤弘人)

調査方法
発表された多国間比較の調査研究

―   Saize H」 ′et al.Br」 Psychiatry 184:163-168′ 2004

-   Dressing H′ et al.Social Psychiatry Psychiatr Epidernio1 39:797-803′ 2004

-   Ka‖ ertttVt et al・ J Forensic Mental Health 6:197-207′ 2007

当該国に詳しい研究者へ協力依頼

― 英国:西 田淳志研究員(東京都精神医学総合研究所)

(協力:ロ ンドン大学精神医学研究所 安藤俊太郎先生)

イタリア:水野雅文教授 (東邦大学)

オランダ:鈴木友理子室長(国立精神・ 神経医療研究センター)

フランス:杉浦寛奈医師(横浜市立大学精神医学教室)

(協 力 :D■ Pた rre Bastin′ Mentalheakh ad宙 50ら M6dedns Sans FrOndё res)

フィンランド:野田寿恵室長 (国立精神B神経医療研究センター)

韓国:竹島正部長・趙香花研究員(国立精神・神経医療研究センター)および藤本
美智子医師(Na■ onal lnstた utes of Heakh)

オーストラリア(ビクトリア州):竹島正部長

資料作成方針

― 既存調査研究をベースに詳細調査国の情報を追加

-5イL
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非任意入院に

護 1者制度

注1家族からの提案がなくとも、他の要請があればソーシャルワーカ=が中心となつて手続きが進められ′
注2担当ソーシ切レワーカー、入院施設以外の医師である担当医を含む(保護者からの入院要望は必須)

する法律
名称 備考 (種類・要件等 )

英国
(イングランド)

Mental Hcalth Act (1)評価入院,(2)治療のための入院,(3)緊急評価のための入院,(4)入院
中患者の非同意入院

フインランド
Mental Health Act

(Mielenterveyslaki)

【要件:全要件が必要】(1)精神疾患の存在,(2)治療をしなければ重症化す

ることないし本人ないし他者べの安全が守れないこと,(3)他の治療では不十

分であること

フランス Loi du 27 juin 1990
(l) Hospitalisation d'office, (2) I{ospitalisation d'offrce si danger imrninent, (3)

Hospitalisation a la demande d'un tiers. (4) Hospitalisation d'extreme urgence

イタリア
Lёgge 180(法 180号

):1978年  .

【要件:次の場合市長同意文書発行】(1)精神神疾患の存在,(2)治療必要

性 (3)患者が治療を拒否,(4)強制入院以外の選択肢がない,(5)公的施設

勤務する別の医師の判断も同様

オランダ
Psychiatric Hospitals

(Cornpulsory
Admissions) Act

【要件】(1)精神疾患の存在,(2)精神疾患のために本人自身に危険,(3)入

院以外では回避できないこと

韓 国 精神保健法

(■)保護義務者による入院(精神科専門医の診断、保護義務者2本の同意で
精神医療機関の長は6ケ月間入院させることが出来る)′ (2)市・道知事による
入院(精神科専門医または精神保健専門要員の申請により2週間八院さする
ことが1出来る)′ o)応急入院(医師および警察官の依頼により、精神医療機
関の長は72時間を限らて入院させることができる)

オーストラリア

(ビクトリア州)

.Mental Health Bilr

2010(EX,OSure
DraftJ

ma黒 翼誓著柵 夏だ島蟹馨留馨講 卿
躍霧お銃鰍矛舌1品製し厭峯樅燿雀訴げ

また餓

保護者制度 保護者 (提案者・請求者)順位 権利“義務

英国

(イングランド)

あり注1
提案者 :■ 配偶者/パートナー、2息子/娘、3.父/母、
4,兄/姉 :5.祖父母、6.孫 、7叔父/叔母、8:甥 /姪

非任意入院の申し込み、患者の入院の通

知、入院検討時に相談 (意見を求められ

る)、 入院申し込みへの反対、患者が退院

時の通知、退院後ケアやサ=ビ
ス計画策

定に関与

フィンランド なし

フランス あり

入院要望者に関する規定なし(四親等までの親族と

希望者に保護者資格があるが、入院前に本人を知っ
ている必要がある)注

2

規定なし

イタリア なし

オランダ
り

法

ぁ

民
請求者 :後見人、配偶者・パートナー (拒絶しない場
合)t親、子供t兄弟

善管注意義務

(サービス提供者の保護者らへの責務。
退院後の引き取り義務の記載はない)

韓 国 あり

(1)扶養義務者:直系血族およびその配偶者間の協
定により、協定がない場合は当事者の申請により裁
判所が決定。その他の生計を共にする親族者

(2)後見人 :最近親族の年長者、前項に関わらず養
父母が存在する場合は、養父母、養家典族を先順位
にする。

適切な治療を受けさせる義務、自傷他害

行為が起三らないよう監護する義務、財産
上の利益などの権利擁護

オーストラリア

(ビクトリア州)

あり

(Mental Heath
Bil1 2010:

ExpOsure Draft)

患者が保護者を指定(指定の時点でその効果の正
常な判断が可能な場合 )。 保護者は■8歳以上で、責

務を担う能力と時間的余裕があり、引き受けるのが
嫌でない者でなければならない

患者の個人情報の提供を受け、治療等の

方針・計画等について協議し、患者の権
利を擁護



英国 (イングランド)

入院の類型ごとの特徴

型 名称 概要 目的 対象者 (全てを満たす) 権限の主体

1 評価のための入院 最長28日 間 評価

・精神障害に罹患しており、評価のため
の入院が必要。

・自身の健康または安全、もしくは他者
の保護のために入院が必要。

2名 の医師

(うち1名 は国家承

認を受けた精神科
医)

2
治療のための入院

最長6ヶ月間

(最初6ヶ月間延

長、以後1年間
の延長)

治療

・精神障害に罹患しており、治療のため
の入院が適切。

・適切な治療が存在する。

・自身の健康または安全、もしくは他者
の保護のために、入院環境下でないと

受けられない治療が必要である、

2名 の医師

(うち1名 は国家承

認を受けた精神科

医)

3 緊急評価のための
入院

最長72時間 緊急

・評価のための緊急入院が必要
・2人 目の医師を待つことが「望ましくな
い遅れ」をもたらす

1名 の医師

4 既に入院している
患者の非任意入院

最長72時間 緊急
・(型 1や2による)評価や治療のための

入院がなされるべき

1名 の医師

または

国家承認を受けた

精神保健従事者

東京都精神医学総合研究所 西田淳志研究員資料

協力 :ロンドン大学精神医学研究所 安藤俊太郎先生
5

英国(イングランド)

非自発的入院の判断や同意を行う者と手続き

型 名称 判断者 提案者 決定者 手続き

評価のための

入院

2名 の医師

(うち1名 は国家承
認を受けた精神科
医)

・地域で承認された精神保健従事者

・直近の親族

者
＞鯛Ｗ

判断者と提案者が

病院に書類を送る

2 治療のための

入院

2名 の医師

(うち1名 は国家承

認を受けた精神科
医)

・地域で承認された精神保健従事者
(直近の親族が反対しない場合)

・直近の親族

・州裁判所(強制退去)

(判断者
と同じ)

判断者と提案者が
病院に書類を送る

3
緊急評価のた
めの入院

1名 の医師
・地域で承認された精神保健従事者
,直近の親族

(判断者
と同じ)

判断者と提案者が

病院に書類を送る

既に入院してい

る患者の非任

意入院

1名 の医師

または

国家承認を受けた
精神保健従事者

該当なし

(判断者
と同じ)

判断者が病院に書
類を送る

東京都精神医学総合研究所 西田淳志研究員資料
協力:ロンドン大学精神医学研究所 安藤俊太郎先生

_1_



英国(イングランド)

AM由,Pが起 点となる非任意入院手続きの概略

(直近の親族)からの直接的な非任意入墜2史薫堡 表狸嘘 盤≦n_____)

バMHP(Approved Mき ntJ Heath lractl:。 ndr):非任意入院手続きに関
与するための国家承認を受けた精神保健従事者。一定期間以上の臨

疹霜角 湖 瑚嘲 署禁1勘轟 鼈 電朧 転
木している。
ケアコーディネニター:以下のチ=ムに所属し、ケアプログラムアプロー

チ(cPA)に より,患者のケアを請け負つている精神堡健従事者。
CMHT(COmmuh■ y MentJ HeaLh Team)'地域精神保健チ

=ム
:

日(Earけ !ntervenJon team):早 期介入チニム

AO(Asseは市e Outreach Team}積 極的訪間冶療チーム    ‐

AMHPを介してのフト任意入院の
1 申請(提案)が主

非任意入院手術きにおける親族の「同意」、「反対」の位置付け

・家族の「同意」は、手続き上の必要条件とならない

・ 家族がT反対」した場合でも、AMHPおよび2名の精神科医の判

輌軍     金麺弱毎吾響恐113冤 Fが
野

フィンランド

入院の類型ごとの特徴

任
意
入
院
が
困
難
な
状
況
の
患
者

MHTl(Eり (AO)

非任意入院手続きにおけるAMHPの 役割と権限

・家族を含む関係者からの聞き取り、情報収集
・非任意入院手続きに必要な2名 の精神科医の手配 .

。AMHPと 2名 の精神科医が合同で患者をアセスメントする機会

(シエアードアセスメント)の設定
・AMHPと 2名の精神科医の合計3名 による非任意入院の可否の

判断(AMHPが反対した場合t非任意入院手続きが中断する)´
。必要に応して、非任意入院を依頼する医療機関、および救急
車、移送等の手配

.名 称 1111'   [.::::吾 目的 対象者 権限の主体

lnvoluntary

treatrnent

(非任意治療)

段階1:(地域医療を担当する)医師

(主 として精神保健センタニ
)による

観察のための入院の指示

段階2:精神科病院で観察を担当

する医師による観察結果の記述 .

もし不適であれば直ちに退院

段階3:前者で適応という判断であ

れば,精神科を専門とする主任医
師による非同意入院の決定

記述なし

・精神疾患である

・治療をしなければ重症化

する,ないし本人ないし他
者への害の危険がある

・他の方法では不十分

段階1:地域の医師

段階2:精神科病院での

担当医師

段階3:精神科を専門と

する主任医師

非自発的入院の判断や同意を行う者と手続き

国立精神・神経医療研究センター 野田寿恵室長資料

-584-

名称
|

非任意入院の判断者 同意者 決定者 手続き

非任意治療
精神科を専門とする主任医師が最終
の判断を行う

なし 主任精神科医



フィンランド

非任意入院のプロセス

かかりつけ医による判断

観察のための紹介

精神科医による判断

科医による判断

観察のための入院

非任意入院は最長3ヶ月まで,

3ヶ月を超える場合はsenior psychat面stによる書面(M3)によって県に報告しなけれ
ばならない.

6ヶ月を超える場合は,上図のMl,M2,M3を経なければならない.

同意入院患者の退院制限があつた場合,4日 以内にM3を行わなければならない.

国立精神・神経医療研究センター 野田寿恵室長資料
9

フランス

入院の類型ごとの特徴

型 名称 概要 目的 対象者 権限主体

1
Hospitalisation

d'offlce

(AIticle L.3213‐ 1)

危険状態(警察等が作成)および精神
疾患の既往歴

退院 :司 法判断および精神科医の助言

公衆の安全
および個人
の安全を守
る

自傷他害0恐れの
ある者 碑

呻
, Hospitalisation

d'ofttce sl danger

imminent

(Article L.3213-2)

危険状態(警察等が作成)および精神
疾患の既往歴
退院 :司 法判断および精神科医の助言
期間:48時間

公衆の安全
および個人
の安全を守
る  ,

自傷他害の恐れの

ある者

行政官

(Prefeo

3

Hospitalisation a la

demande d'un tlcrs

(Article L.3212‐ 1)

(1)保護者からの入院要望書、(2)医

師による入院加療必要証明書、および
(3)その証明書に同意する別の医師に
よる同意書 (すべて15日 以内に作成さ
れたもの)

退院 :精神科医1人の判断

迅速な加療

緊急の加療が必要
であり、生涯に渡る

医療的指導が必要

な者で同意能力が

ない者

精神科医

4

Hospitalisation

d'extreme urgcnce

(Article L.3212-3)

(1)保護者からの入院要望書、および
(2)医 師による入院加療必要証明書

退院 :精神科医1人の判断

迅速な加療

緊急の加療が必要
であり、生涯に渡る

医療的指導が必要

な者で同意能力が

ない者

精神科医

杉浦寛奈医師(横浜市立大学精神医学教室)

作成協力 :D「 Pierre Basln(Mental healh advLo鳥 Mёdedns Sans FronJё res)
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フランス

非自発的入院の判断や同意を行う者と手続き

杉浦寛奈医師 (横浜市立大学精神医学教室 )

作成協力 :DE Pio「 rё Basln(Mental heanh advisOら Mёdecins SanS Fronlё res)

11

イタリア

入院の1類型ごとの

型 名 称 申立者 同意者 (提案者) 決定者 手続き

Hospitalisation

d'Offlce,

行政官

(Prefet)

入院施設とは異なる施設所属
の医師 1人

行政官 (Prefeり
入院後24時間t15日 、1ケ

月のタイミングで精神科医が
入院再評価

2

Hospitalisation
d'office si
danger
imrninent

警察

入院施設 とは異なる施設所属
の医師 1人もしくは行政官

(Prёfet)

行政官 (Prefet)

24時間以内に医師が入院
継続を評価人院後24時間、
15日、1ケ月のタイミングで

精神科医が入院再評価

3

Hospitalisation
a la dernande
d'un tiers

保護者
入院施設とは異なる施設所属
の医師 1人

入院施設所属の

医師 1人
入院後24時間、15日 、1ケ

月めタイミングで精神科医が

入院再評価

4
I{ospitalisation
d'extreme
urgence

保護者
入院施設とは異なる施設所属
の医師 1人  :
決定者

入院施設とは異

なる施設 所属の

医師 1人

24時間以内に精神科医が

入院継続評価入院後24時

間、15日 t¬ ケ月のタイミン
グで精神科医が入院再評価

名 称 概 要 目的 対象者 権限主体

任意入院
本人の任
意による

治療 全精神障害者

非任意入院 下記 強制治療 同 上 市 長

非任意入院の判断や同意を行う者と手続き

名称 判断者 同意者 決定者 手続き

非任意入院
主治医+別の公
立病院の医師

医師2名
のみ

市長
市長の発
行書類

ι
１

ｌ

ｂ一

東邦大学医学部 水野雅文教授資料



入院の類型ごとの特徴
名称 概要 目的 対象者 権限の主体

lnterinl order

(仮命令 )

段階1:配偶者、親、保護者の仮命令請
求

段階2:治療に関与していなかつた精神
科医による申告    .
段階3:検察官による仮命令請求

段階4:裁判所による対象者の審間、専
門家等の召喚、審理、決定

記述なし

・精神疾患が対象者自身
にとつての危険に該当

・危険を精神科病院以外
の者又は施設の介入に
よつて回避できない

裁判所(検察官の申立て)

Further

detention

o「der(収容
延長命令)

段階1:対象者が入院している精神科病
院の医長による申告書の添付

段階2:検察官による申立て(申告書に
治療計画を添付)

段階3:病院の裁判所管轄区域の裁判
所が4週間以内に決定

記述なし

・精神疾患の継続と、対
象者にとつての危険の持
続

・当該危険を精神科病院
以外の者又は施設の介
入によって回避できない

裁判所(検察官の申立て)

ProujonJ
detention and

pro宙Jonal

detention

extention

order(仮 収容

及び仮収容延

長命令 )

対象者の条件を満たすものに対して、市
長 (または委任者)は仮収容を命令する
ことが

‐
Gきる。

対象者が精神科病院に入院した場合、
市長の指名を受けた者は、命令(仮収
容)の写しを手渡すものとする。

記述なし

・対象者が危険に該当

・精神疾患が対象者の危
険の原因であると考える
十分な理由がある

・当該危険が差し迫って
いるため、仮命令の申立
を待つ時間がない
。当該危険を精神科病院
以外の者又は施設の介
入によって回避できない

・市長(権限の遂行の市会議
員への委任が可能)

・市長(仮収容命令の執行を、

精神疾患を有する者のケアに

関する学識経験者の支援を受
けて政策業務の遂行の担当職
員に委任)

市長からの指名者は、自他に

危険のおそれのある物品を、

対象者から取り上げることがで

きる。また対象者の着衣又は
身体を捜索する権限を有する。

国立精神・神経医療研究センター 鈴木友理子室長資料
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非任意入院の判断や同意を行う者と手続き

名称 非任意入院の判断者 請求者 決定者 手続き

interim order

(仮命令 )
治療に関与していなかった精神科医による申告、裁判所
による対象者の審間、専門家等の召喚、審理

配偶者、親(一方、ま
たは両方).保護者

裁判所
蘇 官から
請求を受け
て裁判所が
命令

Provisional

detention and

provisional

detention

extention

order(仮 収容

及び仮収容延
長命令)

精神科医(できれば患者を治療していない精神科医)、

又は精神科医がいない場合は精神科医以外の医師(で

きれば患者を治療していない医師)が、証明できる申告
をするまでは、市長は仮収容を命令してはならない。

申告を行う医師が精神科医ではない場合は、可能であ
れば、事前に精神科医(対象者が精神科医による治療を
受けている場合は、できれば当該精神科医)に相談する
ものとし、申告を行う医師が当該患者の一般開業医では
ない場合は、可能であれば、事前に当該一般開業医に
相談するものとする。直前の文に定める相談が行われな
かつた場合には、申告を行う医師は、相談を行わなかつ
た理由を述べるものとする。

対象者が入院した場
合、市長は、仮収容
命令で対象者を入院
させた旨を、可能であ
れば、対象者の配偶
者、法定代理人及び
近親者に通知する

市長

鈴木友理子室長資料国立精神菫神経医療研究センター

_:チ1



オランダ 参考 :T定条件下で入院の強制力をもつ治療形態

入院の類型ごとの

名 称 概要 目的 対象者 権限の主体

Conditiona:

order(条件

付き命令 )

段階1:治療に関与していない精神科医による申告

段階2:裁判所は、主治医が対象者と協議のうえ作成した治

療計画を審査

段階3:検察官による条件付き命令申立て

段階4:裁判所による治療計画書の審査、条件つき命令の決

定

記述なし

・対象者の精神疾患が危険
の原因である

・精神科病院(精神障害者
施設又は高齢者介護施設
ではないもの。)以外で、一

定の条件下で十分に管理
できるものであること。

裁判所(検察官
からの請求)

Observation

order(観察

命令 )

定義 :対象者を精神科病院に入院させ留置することを義務づ

ける命令(検察官からの請求)

条件 :裁判所が、対象者が精神疾患のため対象者自身に

とって危険であると疑う十分な根拠が存在すると判断した場
合              ・

記述なし

・対象者が精神疾患に罹患
していること
。かかる疾患のため、対象
者が対象者自身にとうて危
険であること。

裁判所(検察官
から請求)

非任意入院の判断や同意を行う者と手続き

名称 治療の判断者 同意者 決定者 手続き

Conditiona!

order(条件付

き命令 )

有効期間:6ヶ 月(1年ごとの更新)

治療計画には、命令条件を対象者が遵守しなかつた
場合(又は条件の連守状況からみて精神科病院外で
は危険を十分に管理することができなくなった場合)

に対象者を入院させる精神科病院の名称を記載する

上記場合(または入院を要求した場合)には、精神科
病院の医長は、当該病院に本人を入院させるものと
する。

入院は、事前に対象者にみずからの意見を述べる機
会を与えるまで、又は治療に関与していない精神科
医が評価して対象者の入院を承認する旨の申告書を
治療提供者に提出するまでは、開始してはならない。

対象者本人

権利概要書は速やかに本
人に交付

対象者の地位の口頭によ
る説明

治療提供者は、対象者の
同意を得て、治療計画を
変更することができる(修

正治療計画を,裁判所及
び当該裁判所に係る検察
官に、直ちに送付する)|

裁判所 (検察
官からの請
求)

対象者又は治療提
供者は、命令の条
件の変更又は別の

治療提供者の任命
を裁判所に申し立て

ることを検察官に書
面で請求することが
できる。

医長が入院決定し
た時から1ま、条件付
き命令を仮命令とし
て取り扱う。

韓 国

国立精神・神経医療研究センター 鈴木友理子室長資`料
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任意入院 (自意入院 )

非任意入院 (括弧内は、判定者・実施者口その他条件 )

①保護義務者による入院 (精神科専門医の診察、保護義務者の同意、精神医療機関の
長による入院、6ケ月以内)

②市口道知事による入院(精神科専門医または精神保健専門要員が診断および保護を申
請、2週間以内)

③応急入院(医師および警察官の同意により入院を依頼、精神医療機関の長が72時間
において入院させることができる。警察官は精神医療機関まで護送)

仮退院:①、②の場合、2人以上の精神科専門医により仮退院が可能:市・道知

事は①では6ヶ月、②では3ケ月退院後の経過観察が可能。いずれも2名 の専門
医により3カ月間の再入院が可能。これらは大統領令で定める。

通院措置:精神医療機関の長は、保護義務者の同意を得て、二年以内の通院命
令を市・道知事に請求することができる。

根拠法 :精神保健法

出典 :藤本美智子医師資料(Nalonalinsttutes of Healh)

加筆 :趙香花研究員(国立精神・神経医療研究センター)

_112
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オーストラリア(ビクトリア州)

非同意入院制度に関する法律
法律の名称 :

一 Mental Heakh Bi‖ 2010(ExpOsure Draft)

非同意入院に係る法律構成(条項の抜粋):

入院治療命令に関する条文の抜粋 :

一 clause 70 Criteria forinpatient Treatmё nt orders

入院治療命令に必要な基準は以下の通りである。         '
0 対象者が精神疾患に罹患している
。 治療により、病状悪化防止または軽減が期待できる

・ 精神病ゆえに対象者に治療についての正常な判断能力が失われている
・ もし拘束しなければ深刻な自傷他害または状況悪化の恐れがある           へ

・ 他のより緩い手段では代替できない

これらの項目の目的は以下の通りである。
・ 強制的命令には精神疾患の診断が必要であることの明瞭化

′

・ 精神病患者が判断能力を有するとの推定の維持
。 強制的な命令による影響やリスクの特定
。 他のより緩い代替手段の検討

・ 拘束。強制治療が有する侵害的な性格の認識
・ 強制治療は様々な要件を満たした強制的な命令の下でのみ行われることの確保

 ́ 入院治療命令の有効期限は最大28日 である。命令は、条件が満たされなくなれば、直ちに解消さ
‐   れなければならない。

国立精神口神経医療研究センター 竹島正部長資料
17

オーストラリア(ビクトリア州)

命令の
名称 概要 対象者と目的 権限主体

lnpatient
Treatment
Order

拘束・強制治療には精神疾患の診断が必要。
診断が直ちに得られない場合、評価命令が
必要    ′

評価命令が出されれば対象者を認可された

精神保健施設に移送。そこで認定された精神
科医が入院治療命令、コミユニテイ治療命令、
評価命令取消のいずれかを選択

強制治療命令の期限切の15日 前までに、認

定された精神科医は強制治療の是非を判断
し、続ける場合は治療延長審査部に諮る

連続3ヶ月間強制治療する場合、セカンドオピ
ニオンの精神科医による委員会での検討が
必要

中立なレビュー職員が、手順順守の確認や
法的な助言のため、対象者に定期的に面会

正常な判断力を有する時期に残した事前の

要望があれば、可能なかぎり配慮される。や
むを得ず事前要望と異なる処置を施す場合
は、患者、保護人、メンタルヘルスコミッショ
ナーに書面で理由を示す

以下の全条件を満
たす者への治療を
確保するのが目的

・精神疾患に罹患し
ている

0治療により、病状

悪化の防止または

軽減が期待できる

・精神病ゆえに治

療についての正常

な判断能力が失わ
れている

・もし拘束しなけれ
ば深刻な自傷他害

行為または状況悪
化の恐れがある
。他のより穏当な手

段では代替できな
い

・評価命令 :医療

または精神保健
の、登録された

専門家

・入院治療命令、
コミュニティ治療

命令、評価命令
｀

取消 :認可され

た精神保健施設

の認定された精

神科医

・セカンドオピニ

オンの精神科医

による委員会、

およびレビュー

職員は、Mintter

の推薦により
Governor!n

Coundlが指名

国立精神口神経医療研究センター 竹島正部長資料
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ヨーロッパ諸国の非任意入院 (その1)*
年 患者割合 ■00万人対 秤価者 基準 *・ 決定者 通院措置

Austria 1999 18% 175A 精神科医 危 険 非医療

Belgium 1998 5.8% 47人 医師 危険 非医療 あり

Denmark 2000 4.6% 34人 医師 危険/治療 医療

Finland 2000 21.6% 2■ 8ノ｀ 医師 危険/治療 医療

France 1999 12.5% 11人 医師 危険 (注 ) 非医療(注 )

Germany 2000 1フ .7% 175A 医師 危 険 非医療

Greece Na Na Na 精神科医 危険/治療 非医療

lreland 1999 10.9% 74人 精神科医 危険/治療 医療

Italy Na 12.1% Na 医師 治療 非医療 (市長 )

Luxembourg 2000 Na 93人 医師 危険 医療 あり

Netherlands ■999 13.2% 44人 精神科医 危険 非医療

Portugal 2000 3.2% 6人 精神科医 危険/治療 非医療 あり

Spain Na Na Na 精神科医 治療 非医療

Sweden ■998 30% ■■4人 医師 治 療 医療 あり

UK 1999 1315% 48人 精神科医 危険/治療 社会福祉士その他のコメデ勒ル

注:他に保護者からの要望により精神科医による
非任意入院制度が存在する。

情
治療 :治療必要性   危 険 :本人・他者への害の危 険

'Sa‖ze H」,Dressing H.Br J‐ Psychiatry 184:163‐ 168,2004.お よび
D胃

u比
鋤

“
月よ。∝ PSyc聞 a… yф d「 E:“面d蜘 l叫 ∞

“

ヨTロツパ諸国の非任意入院 (その2)*
診断から入院までの期間 応急入院時間 入院期間

Austria 4days 48hours 3months

Belgium 15days 10days 4Odays,2years

Denmark 24hours{7days) Na Na

Finland 3days Na 9months

France 24hours 48hours Na

Germany 24hours-14days 24hours (3days) 6weeks,1(場 合によつて|よ 2)years

Greece 10days 48hours 6months

lreland 24hours Na 2ldays

Italy 2days 48HOurs Tdays

Luxembourg 3days 24hours 14days

Netherlands 5days 24hours 3weeks, 5-12months

Portugal 12days 48hours Na

Spain Na 24hours Na

Sweden 4days 24hours 4weeks

UK 14days T2hours 28days(評価 )′ 6months(治療 )

*Salize HJ, Dressing H. BrJ Psychiatry
Dressing H, Salize HJ. Soc Psychiatry

-4p-

184:163-168,2004.お よび
PSyChiatr ttp:demloi 39:797-803,2004.



ヨーロッパ諸国の非任意入院 (緊急)*
Proposal 決定者 入院措置期間 監督官庁

Bulga ria 親族・医師 Head of Health Service 24(最 長72)時間 裁判所

Czeck

Rupublic
両親または親族・後

見人
医師 24時間 裁判所

Germany Administrative
a uthority

Ad ministrative a uthority/ Police/
Judicial/ Psychiatric hospital

翌日10時まで

(1州 は72時間)

翌日10時以降は裁判所

Greece 親族または後見人 弁護士 (公的)キ
* 48時間 裁判所

lsrael 精神医学的評価 病院管理者*** 48時間 地方精神科委員会・裁判所

ltaly 医師 医師2名 48時間 地方自治体の長(48時間以

上は裁判所)

Lithuania 精神科医 精神科医 48時間 裁判所

Poland 医師(精神科医) 精神科医 48時間 裁判所 (その後は後見人裁
判所の判断)

Slovak
Republic

両親または親族・後
見人

医師 2aHFpl 裁判所

Spain 誰でも可 精神科医 24時間 裁判所

Sweden 医師 精神科医 4週間 裁判所

UK 親族十認定SW 医師+SW 72時間 精神保健法委員会
キ
Ka‖ ertTWi et al.lnternational」 ou「nal of Forensic Mental Health 6:197,207,2007.
最
公的な弁護士、検察官など 織★

地域の精神科医への紹介が必要
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ヨーロッパ諸国の非任意入院 (通常)*
Proposal 決定者 最長期間 (当 初 )

Bulgaria 後見人・親族。医師 裁判所 34日 (評価 )、 3カ 月 (入院)

Czeck Rupublic 医師 裁判所 3か月まで

Germany
Adminも tra●ve autho百ty・ 後

見人
裁判所 6週間 (後見人法では12カ月)

Greece 公的な弁護士の下での親
族の申請

裁判所 6か 月(初期評価は24時間)

lsrael 地域の精神科医
地域の精神科医・地域

精神科委員会
7日 で14日 まで延長 (最大3カ月)

ltaly サービス担当精神科医 地方自治体の長 7日

Lithua nia 精神科医 裁判所 1週間

Poland 親族または後見人 裁判所
10日 (評価、最長6週間まで)、 3

カ月(入院 )

Slovak Republic 精神科医 裁判所 3か月

Spain 両親または親族、後見人・
公的な弁護士

裁判所
期間の定義なし。6カ 月ごとに裁

判官へ報告

Sweden 精神科医・医療医施設の管
理医師

裁判所 3か月

UK 親族十認定Sw 医師2名 (1名 は精神
科医)+SW 28日 (評価 )、 6カ 月 (入院)

☆
Ka‖ ert nA/,et al.:nternationa!」 ournOl of Forensic Mental Health 6:197-207,2007.

―律



まとめ (法律上で明らかになつたこと)

・ 次の非任意入院制度を有する国が複数存在

親族等の申し立てによる非任意入院制度

医師の判断による非任意入院制度

注 :本報告は「家族の意思が非任意入院プロセスに関係するか」という観点からの分

析で、わが国における「保護者制度」と同等の制度の存否に関する分析ではない。
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